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平成 31 年度第１回立川市契約・倫理制度改革評価委員会 会議概要 

 

会議名称 平成 31 年度第１回 立川市契約・倫理制度改革評価委員会 

開催日時 令和元年８月 21 日（水曜日） 午前 10 時～午前 11 時 44 分 

開催場所 立川市役所 210 会議室 

次第 1．委員長あいさつ 

2．議事 

 (1)副委員長の選任について（報告） 

 (2)委員会等報告について 

ア 入札等監視委員会報告 

イ 職員倫理審査会報告 

3．その他 

配布資料 資料１：第三者委員会審議経過（平成 31 年４月～令和元年７月） 

資料２：入札等監視委員会の開催概要（平成 31 年度第１回～第２回） 

資料３：平成 30 年度 工事契約状況 

資料４：平成 30 年度 委託等契約状況 

資料５：「立川市職員倫理審査会」開催報告 

・平成 30 年度第２回 立川市契約・倫理制度改革評価委員会会議録 

・平成 30 年度第２回 立川市契約・倫理制度改革評価委員会会議概要 

［追加資料］ 

・契約・倫理制度改革評価委員会委員名簿 

出席者 ［委員］(50 音順) 

 一藤剛志,岩間直人,榎本孝芳,上條弘次(副委員長),清水光子, 

鈴木満(委員長),滝島秋生,橘順弘,宮本直樹,矢古宇恭子,山田春紀 

［事務局］ 

田中準也(行政管理部長),佐藤岳之(人事課長),井上隆一(人材育成推進担当課

長),岡本珠緒(品質管理課長),二橋基行(品質管理課主査),長尾秀紀(品質管理課) 

公開・非公開 公開 

傍聴者数 ０人 

会議結果 １．委員長あいさつ 

 

２．議事 

 (1)副委員長の選任について（報告） 

・上條委員が職員倫理審査会の会長に選任され、本委員会の副会長に

就任した。 
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 (2)委員会等報告について 

ア 入札等監視委員会報告 

入札等監視委員会会長（鈴木委員長）が、資料２～資料４に基づき、

第１回及び第２回入札等監視委員会の会議内容を報告した。 

・平成 31 年度第１回は４月 25 日に開催し、入札日が平成 30 年 11 月 21

日から平成 31 年３月 31 日までの工事の入札状況について確認すると

ともに、条件付き一般競争入札で落札率が 95％以上であった８件と特

命随意契約２件を抽出チェックしたが、特に問題は見られなかった。 

・平成 30 年度の工事契約について、契約件数や落札率等の過去５年間

の推移や平成 29 年度との比較、業種別落札率、繰越明許費の活用状

況、変動型最低制限価格の算定状況などについて確認した。 

・新清掃工場整備運営事業の入札から落札者公表までの経過等について

確認した。 

・平成 31 年度第２回は７月１日に開催し、入札日が平成 31 年１月 16

日から平成 31 年３月 31 日までの委託の入札状況について確認すると

ともに、特命随意契約 11 件を抽出チェックした（条件付き一般競争

入札で落札率が 95％以上のものはなし）が、特に問題は見られなかっ

た。 

・平成 30 年度の委託契約について、契約件数や落札率等の過去５年間

の推移や平成 29 年度との比較、業種別落札率、プロポーザル方式の

実施状況、変動型最低制限価格の算定状況などについて確認した。 

・工事成績評定と工事に関する測量や設計・監理業務の委託成績評定の

実施状況について確認した。 

 

イ 職員倫理審査会報告 

職員倫理審査会副会長（宮本委員）が、資料５に基づき、第１回職員

倫理審査会の会議内容を報告した。 

・平成 31 年度第１回は４月 26 日に開催し、会長・副会長を選任すると

ともに、贈与等報告書が２件の審査を行った（倫理審査案件報告書は

なし）。 

・生活保護受給者の親族が生菓子を持参した件では、受け取らないこと

を徹底し、市の対応に疑念を持たれないように留意すべきと結論づけ

た。また、菓子折り等の返送にあたって、礼を失さない共通の説明文

を用意すべきと提言した。 

・市のコンプライアンスの取り組みとして、庁内組織のコンプライアン

ス・情報セキュリティ合同部会とコンプライアンス推進委員会の開催

状況とコンプライアンス業務点検月間と不当要求行為等対応指針案

について確認した。 
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□ 委員会等報告に対する意見等 

・新清掃工場整備運営事業の入札結果をどのように評価しているか質問

があった。 

・工事 130 万円以下、委託 50 万円以下の主管課契約の適正性の確保に

ついて質問があった。 

・工事等事業開始後の変更契約について、適正性のチェック機関の必要

性について意見があった。 

・不当要求行為等対応指針の検討の進捗について質問があり、検討段階

でも取組を市民に発信していくべきとの意見があった。 

 

３．その他 

・次回の委員会は、令和２年２月頃開催予定 

担当 行政管理部品質管理課 

電話：042-528-4301 

 

 


